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監 査 結 果 公 表 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第２項及び第４項の規定に基づく監査を実施したので、同条第９項

の規定により、その結果を次のとおり公表する。 

令和元年10月29日 

新潟県監査委員 栗 山 和 廣 

新潟県監査委員 小 林 一 大 

新潟県監査委員 高 倉   栄 

新潟県監査委員 高 橋   猛 
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普通会計
(知事政策局)

対象年度 対象期間

令和元年８月１日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

令和元年７月31日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

令和元年７月５日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

(総務管理部)

対象年度 対象期間

令和元年７月29日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

令和元年８月２日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

(県民生活・環境部)

対象年度 対象期間

令和元年８月９日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

(防災局)

対象年度 対象期間

令和元年８月22日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

(福祉保健部)

対象年度 対象期間

令和元年７月29日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

(農林水産部)

対象年度 対象期間

令和元年８月１日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

令和元年８月19日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

広報広聴課 　適正と認めた。

行政改革・評価室 　　同　　　上

東京事務所 　　同　　　上

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

人事課 （注意事項）
　歳入の収納に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項

大学・私学振興課 （注意事項）
　個人情報の取扱いに関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

新潟暮らし推進課 　適正と認めた。

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

原子力安全対策課 （注意事項）
　支出事務手続に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

少子化対策課 　適正と認めた。

農産園芸課 　適正と認めた。

畜産課 　　同　　　上
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令和元年８月20日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

(交通政策局)

対象年度 対象期間

令和元年７月31日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

(出納局)

対象年度 対象期間

令和元年８月６日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

令和元年８月６日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

(新発田地域振興局)

対象年度 対象期間

令和元年７月16日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

（注意事項）
　個人情報の取扱いに関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

林政課 （指摘事項）
　県が認証規程を定めた越後杉ブランド認証制度
について、調査により一部の認証工場において認
証規程に基づく検査が実施されていないなどの不
適切な事案が判明したが、調査結果を速やかに公
表しなかった。
　また、過去に認証材の品質を問題視する指摘が
あったことや、県木材組合連合会が定期検査を実
施していなかったことを把握していながら、実効
性のある指導を行ってこなかった。
　このことは、認証制度の創設に関わった県とし
て指導・監督する責任を十分に果たしてきたとは
言えず、また、県民最優先の視点が欠けた不適切
な対応であり、行政に対する県民の信頼を損なう
憂慮すべき事案である。
　県の越後杉ブランド認証規程は廃止されたが、
今後は、県産材の信頼回復と利用促進に向け、消
費者・利用者の視点に立って取り組まれたい。

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

交通政策課 　適正と認めた。

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

管理課 　適正と認めた。

会計検査課 　　同　　　上

健康福祉環境部 （指摘事項）
　児童家庭費負担金収入について、決算日現在、
過年度調定分174件1,465,743円が未納となってい
た。
　件数、金額とも増加しているので、具体的な回
収手法の見直しを行い、未納額の早期収納に努め
られたい。

（注意事項）
　歳入の収納に関する事項
　個人情報の取扱いに関する事項
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令和元年７月31日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

(新潟地域振興局)

対象年度 対象期間

令和元年７月19日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

令和元年８月22日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

令和元年７月11日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

令和元年７月12日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

令和元年７月12日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

(三条地域振興局)

対象年度 対象期間

令和元年７月23日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

(長岡地域振興局)

対象年度 対象期間

令和元年６月28日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

地域整備部 （指摘事項）
　建設中の奥胎内ダムの試験湛水を実施するにあ
たり、下流域の河川環境保全に欠かせない維持流
量を確保するため、ダム試験湛水計画やダム操作
要領に基づき運用すべきところ、組織内での必要
な情報共有や関係機関との調整が十分に行われな
いまま、下流域への影響を過小評価した誤った判
断で放流を停止した。
　その結果、ダム直下流１㎞区間において無水区
間が発生したことで大量の魚がへい死し、地元漁
業協同組合に対し事業損失として199,100円の補
償を行った。
　また放流停止後、下流域の巡視等を行わず、影
響の把握が遅れたことや、無水区間が発生してい
ることに対する県民からの問合せに対し、実態を
十分に確認せず回答を行うなど、停止後の対応が
不適切であった。
　このことは、流水の正常な機能が維持され、河
川環境の保全がされるよう総合的に管理する責務
を負う河川管理者として、県民の信頼を損なう大
変遺憾な行為である。
　今後は治水、利水及び環境の総合的な河川管理
が確保されるよう、適正な業務執行を徹底された
い。

（注意事項）
　個人情報の取扱いに関する事項

地域整備部 （注意事項）
　支出事務手続に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項

巻農業振興部 （注意事項）
　支出事務手続に関する事項
　工事に係る手続に関する事項

新潟港湾事務所 （注意事項）
　収入事務手続に関する事項
　歳入の収納に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項
　県有財産の管理に関する事項

企画振興部 （注意事項）
　歳入の収納に関する事項

県税部 　適正と認めた。

農業振興部 （注意事項）
　支出事務手続に関する事項
　物品の管理に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

企画振興部 　適正と認めた。

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等
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令和元年７月22日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

令和元年７月29日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

(十日町地域振興局)

対象年度 対象期間

令和元年７月30日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

(柏崎地域振興局)

対象年度 対象期間

令和元年７月17日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

令和元年７月22日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

(上越地域振興局)

対象年度 対象期間

令和元年７月23日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

令和元年７月16日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

令和元年７月24日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

令和元年７月24日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

健康福祉環境部 （指摘事項）
　児童家庭費負担金収入について、決算日現在、
過年度調定分503件4,097,140円が未納となってい
た。
　件数、金額とも増加しているので、具体的な回
収手法の見直しを行い、未納額の早期収納に努め
られたい。

（注意事項）
　歳入の収納に関する事項
　交通事故に関する事項

地域整備部 （注意事項）
　交通事故に関する事項
　県管理施設の維持管理に関する事項

農業振興部 　適正と認めた。

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

農業振興部 （注意事項）
　交通事故に関する事項

地域整備部 （注意事項）
　県有財産の管理に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

企画振興部 （注意事項）
　個人情報の取扱いに関する事項

健康福祉環境部

（注意事項）
　歳入の収納に関する事項
　交通事故に関する事項

農林振興部 （注意事項）
　支出事務手続に関する事項
　交通事故に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

（指摘事項）
１　公用車において、自動車検査証の有効期間及
　び自動車損害賠償責任保険の保険期間が満了し
　た後に運行していたものがあった。
　　公用車の適正な管理に留意し、再発防止の徹
　底に努められたい。

２　児童家庭費負担金収入について、決算日現
　在、過年度調定分447件5,400,180円が未納と
　なっていた。
　　件数、金額とも増加しているので、具体的な
　回収手法の見直しを行い、未納額の早期収納に
　努められたい。

農林振興部　上越東農林
事務所

　適正と認めた。
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(佐渡地域振興局)

対象年度 対象期間

令和元年７月１日
から
令和元年７月２日
まで

平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

(教育庁)

対象年度 対象期間

令和元年８月５日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

令和元年７月30日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

(警察本部)

対象年度 対象期間

令和元年８月９日 平成30年度 平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで

農林水産振興部 （注意事項）
　支出事務手続に関する事項
　契約及び履行確認に関する事項
　交通事故に関する事項
　補助金の交付に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

義務教育課 （注意事項）
　契約及び履行確認に関する事項

高等学校教育課 （指摘事項）
　新潟県奨学金貸付金等収入について、決算日現
在、過年度調定分2,094件87,504,504円が未納と
なっていた。
　未納額の早期収納に努められたい。

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

警察本部 （指摘事項）
　公務中における職員の交通事故が25件あり、相
手方に1,119,548円の損害賠償をしたほか、公用
車の修理費等として2,204,706円支出したものが
あった。
　県民の交通事故防止を担う警察として、職員の
安全運転の徹底に努められたい。

（注意事項）
　物品の管理に関する事項
　個人情報の取扱いに関する事項
　業務管理に関する事項

監査対象所属 監査年月日
監査対象年度及び期間

監査の結果等

 

 

 

 


